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第３章 「経済・財政一体改革」の取組－「経済・財政再生計画」 

５． 主要分野ごとの改革の基本方針と重要課題 

［１］社会保障 

（医療・介護提供体制の適正化）  

都道府県ごとの地域医療構想を策定し、データ分析による都道府県別の医療提供体制の

差や将来必要となる医療の「見える化」を行い、それを踏まえた病床の機能分化・連携を

進める。その際、療養病床については、病床数や平均在院日数の地域差が大きいことから、

入院受療率の地域差縮小を行い、地域差の是正を着実に行う。このため、慢性期の医療・

介護ニーズに対応するサービス提供体制について、医療の内容に応じた制度上の見直しを

速やかに検討するとともに、医療・介護を通じた居住に係る費用負担の公平化について検

討を行う。また、人口構造の変化や地域の実情に応じた医療提供体制の構築に資するよう、

地域医療構想との整合性の確保や地域間偏在等の是正などの観点を踏まえた医師・看護職

員等の需給について、検討する。  

外来医療費についても、データに基づき地域差を分析し、重複受診・重複投与・重複検

査等の適正化を行いつつ、地域差の是正を行う。  

これらの取組を進めるため、地域医療構想と整合的な形で、都道府県ごとに医療費の水

準や医療の提供に関する目標を設定する医療費適正化計画を策定する。平成 27年度中に、

国において目標設定のための標準的な算定方式を示す。これらの取組を通じて、都道府県

別の一人当たり医療費の差を半減させることを目指す。  

医療・介護に関する計画については、中長期的な視野に立った工程管理を行う観点から

ＰＤＣＡマネジメントの実施を進める。  

都市・地方それぞれの特性を踏まえ、在宅や介護施設等における看取りも含めて対応で

きる地域包括ケアシステムを構築する。また、人生の昀終段階における医療の在り方の検

討を行う。かかりつけ医の普及の観点からの診療報酬上の対応や外来時の定額負担につい

て検討する。看護を含む医療関係職種の質評価・質向上や役割分担の見直しを検討する。  

改革に取り組む都道府県を重点的に支援する観点からの地域医療介護総合確保基金の

平成 27年度からのメリハリある配分や、医療費適正化計画の進捗状況等を踏まえた高齢

者医療確保法第14条の診療報酬の特例の活用の在り方の検討、機能に応じた病床の点数・

算定要件上の適切な評価、収益状況を踏まえた適切な評価など平成28年度診療報酬改定及

び平成30年度診療報酬・介護報酬同時改定における対応、都道府県の体制・権限の整備の

検討等を通じて、都道府県の行う病床再編や地域差是正の努力を支援する。これらの施策

について可能なものから速やかに実施する。 
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